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１．概要 

本資料は、再処理施設、廃棄物管理施設、ＭＯＸ燃料加工施設における設

工認申請にあたり、申請書全体の構成に関する内容を明確にするための補足

説明資料である。 

 

２．共通の補足説明事項 

設工認で申請書本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書類（計算書、説明

書）、添付図面に記載すべき事項、補足説明すべき項目などの申請書作成にあ

たって明確にすべき事項を、「共通の補足説明事項」として体系的に整理する。 

上記において、今回の設工認が、新規制基準を受けた変更申請であること

を踏まえ、変更事項、申請対象設備等について明確にする。さらに、今回の新

規制基準を受けた設工認は、対象とする設備が多いことなどから分割して申

請することを計画しており、分割申請において考慮すべき事項及び分割申請

で抜けなく基本設計方針、添付書類等の記載事項が申請されることについて

も併せて明確にする。 

上記の明確化にあたっては、申請対象設備に対する規制上の要求事項を網

羅的に展開するため、法令及び原子力規制委員会文書「日本原燃株式会社再

処理施設に係る設計及び工事の計画の認可の審査、使用前事業者検査の確認

等の進め方について（令和２年６月２４日）」及び「試験研究用等原子炉施設

及び核燃料施設に係る設計及び工事の計画の認可の審査並びに使用前確認等

の進め方について（令和２年９月３０日）」において明確化が求められている

事項、及び先行して新規制基準を受けた設工認申請を行っている発電炉の申

請書に記載されている内容を踏まえ実施する。 

また、設工認申請書に示す設計及び工事の計画に係る品質マネジメントシ

ステムの内容については、内容の妥当性を確認する観点から、保安規定で定

めた品質マネジメントシステムの計画との整合性を示すとともに、設計及び

工事の計画に係る活動内容（計画/実績）の詳細を示す。 

さらに、上述の明確にすべき事項の整理結果を踏まえ、技術基準規則の条

文単位で示すべき事項を明確にした上で、設工認申請書への具体的な展開を

示す。 

 

３．共通の補足説明資料の全体像 

「２．共通の補足説明事項」として示す補足説明資料の全体項目は以下の

とおりである。 

＜申請書に記載すべき事項＞ 

 本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書類（計算書、説明書）、添
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付図面で記載すべき事項 

 添付書類等を踏まえた補足説明すべき項目の整理 

＜変更事項等の整理＞ 

 １項申請、２項申請区分けの考え方 

 事業変更許可申請書で新規制基準を受けて追加等した項目の明確化 

 （技術基準規則）新規制基準を受けて追加等された要求事項及び変

更等した項目の明確化 

＜申請対象設備の明確化＞ 

 申請対象設備の選定 

＜分割申請において考慮すべき事項＞ 

 設工認の申請計画の考え方 

 工事工程等を踏まえた分割申請計画（分割申請数、申請予定時期、

分割の理由） 

 第1回申請の申請書の構成 

＜品質マネジメントシステム＞ 

 全般的な品質管理方針 

 

４．各補足説明資料で明確にする内容 

４．１ 申請書に記載すべき事項 

（１）本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書類（計算書、説明書）、添付図

面で記載すべき事項（共通０６） 

１）基本設計方針 

a. 発電炉の記載を参考とし、変更点が明確になるよう前後表とし、変更

後については、規則要求の変更有無を踏まえ、事業変更許可申請書の

本文、添付書類記載事項をもとに設計の概念、基本的な考え方等を記

載する。 

b. 変更前については、変更後の記載をもとに、既設工認で設計方針等と

して示していたもの、明示していないものの記載を詳細展開した内容

であり、従前から設計上実施していたもの等を抽出し記載する。 

c. 基本設計方針は、事業変更許可申請書 本文、添付書類記載事項をも

とに基本設計方針として担保すべき事項を記載するとともに、発電炉

との比較を行うことにより、基本設計方針として担保すべき事項を抜

けなく展開する。 

 

２）仕様表 

a. 機能、性能として設定すべき値等を記載するという目的を達成するた
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め、発電炉別表第二および工認手続きガイドを参考に設定することと

し、効率的な申請となるよう類似の機器を同一の形式で取り扱うよう

機種設定などを行うことで記載項目の設定を行う。 

b. 既設工認仕様表記載項目で今回の設工認で仕様表に記載しない項目

（既設工認仕様表の特記事項等）については、記載項目の重要度、記

載内容に応じて基本設計方針、添付書類、添付図面のいずれかに展開

する。 

c. 変更前後の記載方法は、発電炉での考え方と同様とし、「仕様に追

加、変更が生じるもの」、「更新により仕様が変わるもの」、「新規に設

置するもの」を変更後に記載する。なお、「既認可から仕様が変わら

ないもの」、「既認可に記載がないが、既設として設置済みであり、従

前から施設の一部として設計、管理され、記載の適正化として追加す

るもの」は変更前に記載する。 

d. なお、仕様表記載事項（仕様表対象設備及び記載事項）については、

発電炉での記載内容を踏まえて、再処理施設等における仕様表対象設

備及び仕様表記載事項を整理する。この結果、既認可において記載し

ていた事項が記載対象外となった場合には、仕様表の変更後に「－」

と記載し、注記に、記載対象としない理由を付記する。 

 

３）添付書類 

a. 事業変更許可に整合していること、技術基準へ適合することを示すた

めに基本設計方針から詳細設計に展開すべき事項として必要な評価対

象となる施設、評価方法（評価条件、判断基準）、評価結果等を示

す。 

b. 基本設計方針の要求種別等を踏まえて対応する添付書類として、詳細

設計に展開すべき事項を抜けなく展開するものとし、基本設計方針や

仕様表に記載される内容および設備仕様により、要求仕様が満足され

ていることを具体的に評価・説明する。 

c. 記載内容については、事業変更許可申請書の添付書類、安全審査時に

作成した整理資料の記載をもとに検討し、記載程度等は、先行する発

電炉の記載を参考とする。 

 

４）補足説明資料 

a. 添付書類等に示す設計を行う根拠や、設計条件として採用している数

値のエビデンス、一般産業品に適用する規格基準等、設備設計の妥当

性を示すためのバックデータを示す。 
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b. 特に、事業変更許可で示した基本的概念を判断基準に展開した具体的

根拠、評価方法の妥当性等が、詳細設計の妥当性を示すうえで重要と

なることから、根拠となる規格・基準、試験データ等をもとに説明す

る。 

 

（２）添付書類等を踏まえた補足説明すべき項目の整理（共通０７） 

a. 添付書類記載事項を踏まえた補足説明資料として説明すべき事項の抽

出方法を明確にする。 

b. 補足説明については、添付書類等での詳細設計の根拠等を示すもので

あり、添付書類記載事項をもとに補足説明として示すべき事項を抽出

し、さらに発電炉での補足説明資料の実績と比較することにより補足

資料の追加等の必要性を確認する。これにより補足説明すべき事項を

抜けなく展開する。 

 

４．２ 変更事項等の整理（共通０１、共通０２、共通０３） 

① １項、２項の申請区分の考え方を明確にするとともに、追加等された要

求事項を踏まえた設計変更の内容等を抽出する。 

② 技術基準規則の変更に係る要求事項を踏まえた設計変更については、規

則要求の変更点との関係を整理するとともに、要求事項の変更によらず

に行う設計変更の項目を整理する。 

③ 事業変更許可申請を受けた設工認については、事業許可基準規則の要求

事項の変更点と設計変更を行う事項との関係についても整理する。 

 

４．３ 申請対象設備の明確化（共通０９） 

① 「本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書類（計算書、説明書）、添付

図面で記載すべき事項」に示す申請対象設備の選定の考え方を踏まえて、

具体的に申請対象設備の選定を行う。 

② 選定作業の主要な作業となる設計図書の色塗り作業の方法を示すとと

もに、選定作業の作業ステップ等を示す。 

③ 申請対象設備として、事業変更許可申請書との整合性、技術基準適合性

の観点で必要な設備を網羅的に抽出する。この際、特に、系統として安

全機能を達成する設備に対して、技術基準の適合性との関係を踏まえて、

系統を構成する機器等から安全機能を達成するために必要な機器等を

抽出する。 
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４．４ 分割申請において考慮すべき事項 

（１）設工認の申請計画の考え方（共通０４）

① 分割申請において、複数の構築物、系統、施設に関係する事項等の分割

申請における取扱いを明確にする。

② 基本設計で示した設計の基本的な概念を設計の目的を踏まえて詳細設

計に展開する際に、複数の構築物、系統、施設に関係する事項等の分割

申請における取扱いとして、火災、溢水等の具体的事例をもとに設工

認申請における展開方法を示す。

③ 分割申請を行う際に事業者として考慮が必要な事項（工事工程、設計

進捗等）の分割申請における取扱いを明確にする。

（２）工事工程等を踏まえた分割申請計画（分割申請数、申請予定時期、分割

の理由）（共通０５）

① 複数の構築物、系統、施設に関係する事項等の分割申請における取扱

い等を踏まえ、新規制基準を受けた設工認申請の具体的な分割申請計

画を示す。

② 申請対象設備と技術基準の適合性として説明すべき事項との組み合わ

せを考慮し、複数の申請書に跨って技術基準適合性を説明する事項、

複数の施設に共通的に関係する事項等に係る分割申請における申請の

考え方を明確にしたうえで、効率的な申請等を考慮した分割申請計画

を策定する。

③ 分割申請計画においては、１項、２項の申請区分、それを踏まえた分割

申請数に加え、施設・系統ごとに変更申請における変更事項を明確に

する。

（３）第1回申請の申請書の構成（共通０８）

① 申請書の各項目での記載事項、複数の構築物、系統、施設に関係する事

項等の分割申請における取扱い等を踏まえ、第１回申請の基本設計方

針の申請範囲、基本設計方針と添付書類の紐づけ、補足説明資料とし

て示す事項を明確にする。

② 分割申請における申請回次ごとに上記の整理を行うことで、申請対象

を明確にする。

４．５ 品質マネジメントシステム（共通１０） 

申請書添付書類「設計及び工事の計画に係る品質マネジメントシステム

に関する説明書」の記載と対比する形で、品質マネジメントシステムに基
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づく活動内容（計画/実績）及び保安規定で定めた品質マネジメントシステ

ム計画を示すことにより、設計及び工事の計画の品質マネジメントシステ

ムに関する記載の妥当性を明確にする。

５．共通として明確にすべき事項の整理結果を踏まえた技術基準規則の各条文

への展開（各条文：補足説明資料番号00、共通09 別紙） 

１） 「４．１ 申請書に記載すべき事項」で示した基本設計方針、添付書

類等で明確にすべき事項の整理方針を踏まえ、技術基準規則の条文ご

とに、以下の点を整理する。

a. 基本設計方針：基本設計方針において事業変更許可申請書を踏まえ

て記載すべき事項が記載されていること、発電炉と比較を行い、基

本設計方針で約束すべき事項として追加等を行う必要がある内容を

示す（別紙１）。基本設計方針の全体像及び基本設計方針と関係する

添付書類の全体像を明確にする（別紙２）。

b. 添付書類：基本設計方針を踏まえて添付書類に記載すべき事項（全

体像）（別紙３）及び分割申請における第1回申請の記載対象を発電

炉と比較を行い、詳細設計として示すべき事項として追加等を行う

必要がある内容を示す（別紙４）。

c. 補足説明資料：添付書類の根拠等として補足説明すべき事項を抽出

すること、抽出した補足説明すべき事項と発電炉の補足説明資料の

項目を比較し、補足説明として示す事項に追加等を行う必要がある

内容を示す（別紙５）。

d. a．で整理した基本設計方針の記載事項を踏まえ、前後表の形式で基

本設計方針の記載を示す（別紙６）。

２） また、今回の新規制基準を受けた設工認申請は分割して申請を行うこ

とから、「４．４ 分割申請において考慮すべき事項」に示す考え方を

踏まえて、以下の事項を整理する。

a. 分割申請における各申請書と申請対象設備との関係を明確にし、申

請対象設備との関係を踏まえて基本設計方針、添付書類として必要

な事項を抜けなく申請するため、申請回次単位での基本設計方針、

添付書類の対象、仕様表対象設備を示す（別紙２、別紙３）。

b. 分割申請における各申請書の基本設計方針、添付書類との関係で補

足説明すべき事項を展開し、分割申請の申請回次において必要な補

足説明すべき項目を抜けなく提示する（別紙５）。

c. 別紙２、別紙３での添付書類記載事項の展開を踏まえ、分割申請に

おける類型化の取り込みとして、基本設計方針の要求種別を踏まえ
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て評価事項の類似性を考慮し、同じ分類の対象設備、評価内容、関

係する添付書類に対する類型化の結果を示す（別紙７）。 

３） 「４．３ 申請対象設備の明確化」で実施する申請対象設備の抽出作

業の結果として、設計情報等の色塗り、色塗りにより抽出された設

備、機器、配管・ダクトの対象範囲を示すとともに、色塗りの前提と

なる基本設計方針の項目との関係を示す。（共通０９の別紙として展

開）

４） 上記のとおり、以下の別紙を技術基準の条文ごとに展開することと

し、各別紙間の関係等について添付-２に示す。

 基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較（別紙１）

 基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開（別紙

２） 

 基本設計方針の添付書類への展開（別紙３）

 添付書類の発電炉との比較（別紙４）

 補足説明すべき項目の抽出（別紙５）

 変更前記載事項の既設工認等との紐づけ（別紙６）

 基本設計方針の要求種別を踏まえた類型化（別紙７）

 申請対象設備の抽出作業結果（共通０９ 別紙）

以 上 
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添付－１

共通０４：設工認の申請計画の考え方

共通０６：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書類（計算書、説明書）、添付図面で記載すべき事項

共通０７：添付書類等を踏まえた補足説明すべき項目の明確化

共通０８：第1回申請の申請書の構成

工事工程、設計進捗等の分割申請での考慮

複数の構築物、系統、施設に関係する事項等の分割申請における取扱い

（設備に対する設計要件に加え、当該設備以外からの影響評価等が必要な

事項、複数の構築物、系統、施設に関係する事項等）

共用設備の分割申請での取り扱い

基本設計方針、仕様表等で記載すべき事項の考え方

発電炉との比較等による基本設計方針、添付書類での記載

のチェック

添付書類記載事項からの展開による補足説明が必要な事項の整理

発電炉との比較による補足説明が必要な事項の抜け漏れチェック

基本設計方針記載事項から添付書類へ展開すべき事項の

整理の考え方、変更しない添付書類の扱い

第１回申請の申請対象設備を踏まえた基本設計方針の申請範囲

基本設計方針と添付書類の紐づけ

補足説明資料の対象

基本設計方針から添付書類への展開（サン

プル）

基本設計方針、添付書類に係る発電炉との

比較（サンプル）

補足説明すべき項目の整理（サンプル）

分割申請における申請書の分冊数

申請書ごとの申請予定時期

分割申請を行う理由

各申請書で申請する内容

類型化展開の考え方

共通11：使用前事業者検査の実施方針

共通０９：申請対象設備の選定

共通０５：工事工程等を踏まえた分割申請計画（分割申請数、

申請予定時期、分割の理由）

共通０１：１項申請と２項申請の区分

１項申請、２項申請区分けの考え方

施設ごとの１項申請、２項申請の区分

共通０２：事業変更許可申請書で新規制基準を受け

て追加等した項目の明確化

事業許可基準規則の要求事項変更条文、変更事項

事業許可基準規則の変更内容によらず設計変更した事項

共通０３：（技術基準規則）新規制基準を受けて追加等

された要求事項及び変更等した項目の明確化

技術基準規則の要求事項変更条文、変更事項

技術基準規則の変更内容によらず設計変更した事項

許可整合、技術基準規則要求等により設工認で変

更が必要な事項、複数の申請書で分割する条文、

共通的な条文の分割申請での取り扱い等

【別紙１】基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較

【別紙２】基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開

【別紙３】基本設計方針の添付書類への展開

【別紙４】添付書類の発電炉との比較

【別紙５】補足説明すべき項目の抽出

【別紙６】変更前記載事項の既設工認等との紐づけ

【別紙７】基本設計方針の要求種別を踏まえた類型化

共通10：全般的な品質管理方針

直接アクセスできない箇所に対する使用前事業者検査の実施方針

腐食等を考慮した判定基準の設定

核燃料物質等を用いた検査における設備使用範囲の設定

設備選定の基本方針、仕様表対象機器設定の考

え方、設工認で変更が必要な事項の設備単位で

の展開

※資料間で繰り返し相互確認を行う

⇒「共通０６：本文（基本設計方針、仕様表

等）、添付書類（計算書、説明書）、添付図面

で記載すべき事項」でまとめた考え方等は、ガ

イド等の作成方針を定める書類に反映

変更要求の分割申請における取扱い

申請対象設備の選定の考え方

共通００：共通的な補足説明について

各個別の技術的事項の説明（00シリーズ）

基本設計方針、添付書類記載事項の整理

基本設計方針、添付書類、補足説

明資料の分割申請での展開

補足説明が必要な事項の抽出

共通的な補足説明資料の全体構成
10



別紙１ 基本設計方針
の許可整合性、発電炉

との比較

別紙２ 基本設計方針
を踏まえた添付書類の
記載及び申請回次の展

開

別紙３ 基本設計方針の
添付書類への展開

別紙４ 添付書類の発
電炉との比較

別紙５ 補足説明
すべき項目の抽出

別紙６ 変更前記載
事項の既設工認等と

の紐づけ
※基本設計全体
※第1回申請対象

発電炉の記
載を踏まえ
た基本設計
方針の記載

第1回申請対象の添付
書類の記載範囲

〇添付書類記
載事項
〇各申請回次
の添付書類の
記載範囲

発電炉の記載を踏まえた基
本設計方針の記載

第1回申請対象の基
本設計方針の記載
範囲

添付－２

基本設計方針（要求種別）機能要求②
の対象となる系統、設備

共通０９申請対象設備
の選定

（別紙 申請対象設備
の抽出作業結果）

別紙７ 基本設計方針
の要求種別を踏まえた

類型化

共通として明確にすべき事項の整理結果を踏まえた技術基準規則の各条文への展開（資料構成、資料間の関係等）

基本設計方針（要求種別）評価
要求の対象
申請回次ごとの添付書類の展開
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【別紙１ 基本設計方針の許可整合性、
発電炉との比較】
事業変更許可 本文、添付書類の記載を
もとに設定した基本設計方針と発電炉の
基本設計方針を比較し、記載程度の適正
化等を図る

適正化を図った基本設計方針を
別紙２に展開

基本設計方針については、事
業変更許可申請での記載背景
を踏まえるとともに、項目ご
との発電炉の記載の考え方を
考慮し記載の適正化を図る

発電炉の記載を踏まえる等、
基本設計方針の記載を修正す
る場合は、その方針を示す。

【別紙1】
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【別紙２ 基本設計方針を踏ま
えた添付書類の記載及び申請回
次の展開】
〇基本設計方針の項目ごとに要
求種別、対象設備、基本設計方
針と対になる添付書類の分割申
請全体での記載事項等を示す。
〇申請書ごとに申請対象設備を
示すとともに、申請回次ごとに
仕様表対象、添付書類の対象を
展開する。
〇申請回次ごとの添付書類の対
象の記載は、添付書類の分割申
請全体での記載事項の項番号等
で展開する記載項目を示す。

基本設計方針の項目と関係す
る添付書類の構成（項番号
等）を示すとともに、当該添
付書類での記載事項を示す。

基本設計方針の項目と関係す
る添付書類の構成（項番号
等）を示すとともに、当該添
付書類での記載事項を示す。

申請回次ごとに基本設計方針
の対象、申請対象設備、仕様
表対象設備、添付書類の対象
を示す

基本設計方針と添付
書類の記載事項を別
紙３に展開

要求種別については基本設計方針での要
求内容、発電炉での実例を踏まえて設定

機能要求②を達成するた
めの仕様表対象機器は、
共通09に基づく設計図書
等の色塗り作業による抽
出で展開

【別紙2】
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展開事項 展開先（小項目） 添付書類における記載

―

Ⅴ－１－１－６
火災及び爆発の
防止に関する説

明書

1．概要 ― 

基本方針

2. 火災防護の基本方針
2.1 火災及び爆発の発生防止
2.2 火災の感知及び消火
2.3 火災及び爆発の影響軽減
(1) 火災及び爆発の影響軽減対策
(2) 火災影響評価

【火災及び爆発の防止に係る基本方針】
・火災及び爆発の発生防止、…等に係る基本方
針を記載

【火災等により防護すべき施設】
・安全評価上その機能を期待する安全上重要な
施設…を火災防護上重要な機器等とする。
・重大事故等に対処するために必要な機能が損
なわれないよう，…火災防護対策を講ずる。

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

1
5. 火災等による損傷の防止
ＭＯＸ燃料加工施設の…設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針

2
7.  その他の加工施設
7.1 火災防護設備の基本設計方針
安全機能を有する施設は，…火災防護対策を講じる。

冒頭宣言 基本方針 基本方針

3 火災防護設備は，…設備を設置する。 設置要求 火災発生防止設備… 基本方針

4 火災防護上重要な機器等は，…とする。 定義 基本方針 基本方針

5 重大事故等対処施設は，…火災防護対策を講ずる。 冒頭宣言 基本方針 基本方針

6
重大事故等対処施設に対する火災防護設備は，火災発生
防止設備，火災感知設備，消火設備で構成する。

設置要求
火災発生防止設備，
火災感知設備，消火
設備

基本方針

7 火災防護上重要な機器等…火災区域を設定する。
設置要求
運用要求

火災区域構造物
施設共通 基本設計
方針

基本方針

7 火災防護上重要な機器等…火災区域を設定する。
設置要求
運用要求

火災区域構造物
施設共通 基本
設計方針

設計方針（火災
区域の設定）

8
火災及び爆発の影響軽減対策が必要な火災防護上重要な
機器等を設置する火災区域は，…設計とする。

機能要求②
設置要求

火災区域構造物
設計方針（火災
区域の設定）

対象選定

設計方針
（火災区域
の設定）

Ⅴ－１－１－６
火災及び爆発の
防止に関する説

明書

3.火災防護の基本事項
3.1 火災防護対策を行う機器等の選定
（1)安全機能を有する施設
a. 安全上重要な施設
(a)安全上重要な施設の分類
(b)火災防護上の系統分離対策を講じ
る設備
b.放射性物質の貯蔵等の機器等
(2)重大事故等対処施設
3.2火災区域及び火災区画の選定
(1)火災区域の設定
(2)火災区画の設定

【3.1 火災防護対策を行う機器等の選定】
（1)安全機能を有する施設
・火災防護対策を講ずる対象としては，…設計
とする。

【3.2 火災区域及び火災区画の選定】
・火災防護上重要な機器等及び…火災区域を設
定する。
・火災防護対策を行う機器等の配置も考慮して
火災区域を設定する。
（3時間以上の耐火性能を有する耐火壁）
・3時間以上の耐火能力を有する耐火壁…他の
火災区域と分離する。

4 火災防護上重要な機器等は，…とする。 定義 基本方針 対象選定

5 重大事故等対処施設は，…火災防護対策を講ずる。 冒頭宣言 基本方針 対象選定

【別紙３ 基本設計方針の添付書類への展開】
別紙２で示した基本設計方針の展開事項の分類ごとに添付書類
の項目、記載事項を並べ替えることで添付書類の全体構成と各
項目ごとの記載事項を整理する。

添付書類記載事項を
別紙５に展開

展開事項をもとに並べ替えを行い、添付
書類の全体構成に合わせて記載事項等を

展開する（次ページ参照）

【別紙3】
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展開事項 展開先（小項目） 添付書類における記載

―

Ⅴ－１－１－６
火災及び爆発の
防止に関する説

明書

1．概要 ― 

基本方針

2. 火災防護の基本方針
2.1 火災及び爆発の発生防止
2.2 火災の感知及び消火
2.3 火災及び爆発の影響軽減
(1) 火災及び爆発の影響軽減対策
(2) 火災影響評価

【火災及び爆発の防止に係る基本方針】
・火災及び爆発の発生防止、…等に係る
基本方針を記載

【火災等により防護すべき施設】
・安全評価上その機能を期待する安全上
重要な施設…を火災防護上重要な機器等
とする。
・重大事故等に対処するために必要な機
能が損なわれないよう，…火災防護対策
を講ずる。

対象選定

設計方針
（火災区域
の設定）

Ⅴ－１－１－６
火災及び爆発の
防止に関する説

明書

3.火災防護の基本事項
3.1 火災防護対策を行う機器等の選定
（1)安全機能を有する施設
a. 安全上重要な施設
(a)安全上重要な施設の分類
(b)火災防護上の系統分離対策を講じる設備
b.放射性物質の貯蔵等の機器等
(2)重大事故等対処施設
3.2火災区域及び火災区画の選定
(1)火災区域の設定
(2)火災区画の設定

【3.1 火災防護対策を行う機器等の選
定】
（1)安全機能を有する施設
・火災防護対策を講ずる対象としては，
…設計とする。

【3.2 火災区域及び火災区画の選定】
・火災防護上重要な機器等及び…火災区
域を設定する。
・火災防護対策を行う機器等の配置も考
慮して火災区域を設定する。
（3時間以上の耐火性能を有する耐火壁）
・3時間以上の耐火能力を有する耐火壁…
他の火災区域と分離する。

(設計方針
（発生防
止）)

Ⅴ－１－１－６
火災及び爆発の
防止に関する説

明書

4. 火災及び爆発の発生防止
4.1 MOX燃料加工施設の火災及び爆発の発生
防止について
4.2MOX燃料加工施設の火災及び爆発の発生
防止について

（対象設備を申請する際に示す）
・粉末一時保管装置GB、ペレット一時保
管棚GB、…等（第２グループ）
・水素・アルゴン混合ガス設備、…等
（第３グループ）

MOX目次 MOX添付書類構成案

1. 1.1
1.1.
1 (1) a. (a) イ.

(イ)以
降

1. 概要

2. 火災防護の基本方針

2.1 火災及び爆発の発生防止

2.2 火災の感知及び消火

2.3 火災及び爆発の影響軽減

3. 火災防護の基本事項

3.1 火災防護対策を行う機器等の選定

(1) 安全機能を有する施設

a. 安全上重要な施設

(a) 安全上重要な施設の分類

イ. プルトニウムを非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブボックス及び

ロ. 上記イの換気設備

ハ. 上記イを直接収納する構築物及びその換気設備

ニ. ウランを非密封で大量に取り扱う設備・機器及びその換気設備

ホ. 
非常用電源設備及び安全上重要な施設の機能の確保に必要な圧縮空気の主要な動力
源

ヘ. 核的，熱的制限値を有する設備・機器及び当該制限値を維持するための設備・機器

ト. 臨界事故の発生を直ちに検知し，これを未臨界にするための設備・機器

チ. 
その他上記各設備・機器の安全機能を維持するために必要な設備・機器のうち，安
全上重要なもの

(b) 火災防護上の系統分離対策を講じる設備

イ. グローブボックス排風機

ロ. 上記機能の維持に必要な支援機能である非常用所内電源設備

b. 放射性物質の貯蔵等の機器等

(2) 重大事故等対処施設

3.2 火災区域及び火災区画の選定

(1) 火災区域の設定

a. 屋内

b. 屋外

(2) 火災区画の設定

【別紙３ 基本設計方針の添付書類への展開】
展開先は、添付書類の全体構成を踏まえて展開する。

添付書類全体の目次構成を踏まえて要
求事項を仕分けする
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MOX目次
MOX添付書類構成案

具体を示す必要がある回次

1. 1.1
1.1.
1 (1) a. (a) イ.

(イ)以
降

1回 2回 3回 4回

5.1 火災感知設備について 〇 △ △ △
5.1.
1 

要求機能及び性能目標
－ 〇 △ △

(1) 要求機能 － 〇 △ △
(2) 性能目標 － 〇 △ △

a. 機能設計上の性能目標 〇 △ △
b. 構造強度上の性能目標 － 〇 △ △

5.1.
2 

機能設計
－ 〇 △ △

(1) 火災感知器 － 〇 △ △
a. 設置条件 － 〇 △ △
b. 火災感知器の種類 － 〇 △ △

X.X.
X (1) a. 

〇〇設備
－ 〇 〇 △

(a) △△ － 〇 △ △
(b) □□ － － 〇 △
(c) ×× － － 〇 △

第1回で記載した
後、第2回以降は
記載に変更がな
いため「△」

【別紙３ 基本設計方針の添付書類への展開】
添付書類の各項目に対して分割申請の各申請回次での展開を示す。

添付書類の分割申請での展開が別
紙５の補足説明の展開に繋がる

添付書類の項目ごとに各申請回次で申請対象設備との関係で詳細設計
を示すものとその前の申請から変更がないものを分類する（別紙２で

の各申請回次の添付書類の記載事項を記号で表示）
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【別紙４ 添付書類の発電炉との比
較】
〇第1回申請範囲となる添付書類の記載
内容を項目単位で発電炉と比較し、記
載すべき事項の抜け等がないかを確認
し、記載の適正化を図る。
※規則の名称、添付書類の名称など差
があることが明らかな項目は比較対象
としない。

〇記載の差がプラント固有の事項で生じている場
合は、二重下線を引く
〇記載の差であってプラント固有に該当しないも
のは下線を引く
〇差に対して記載の変更が必要と判断した場合は
その旨を備考欄に記載するとともに、各添付書類
の記載項目に修正案を示す
〇記載位置が異なるが、記載がある場合はその旨
を記載する

記載の比較は段落単位等のある程度まと
まった単位で行い、文章の記載内容の差が
あっても基本設計方針からの展開として差
が生じているものなどは差の対象としない

別紙３で整理した第1回申請対象の添付
書類の記載範囲

【別紙4】
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基本設計方針 添付書類 補足すべき事項

7

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を収納する建屋に，耐火壁によっ
て囲われた火災区域を設定する。建屋の火災区域は，火災防護上重要な機器等にお
いて選定する機器等の配置も考慮して火災区域を設定する。

Ⅴ－１－１－６
火災及び爆発の防
止に関する説明書

【火災区域及び火災区画の選定】
・火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を収納する建屋に，耐火壁(耐
火隔壁，耐火シール，防火扉，防火ダンパ等)，天井及び床(以下「耐火壁」とい
う。)によって囲われた火災区域を設定する。
・火災防護対策を行う機器等の配置も考慮して火災区域を設定する。
・火災防護上重要な機器等，及び重大事故等対処施設が設置する区域に対し火災区
画を設置する。

【耐火壁の耐火性能】
・3時間以上の耐火能力を有する耐火壁(耐火隔壁，耐火シール，防火扉，延焼防止
ダンパ等)として，3時間耐火に設計上必要な150mm以上の壁厚を有するコンクリー
ト壁や火災耐久試験により3時間以上の耐火能力を有する耐火壁，天井及び床によ
り隣接する他の火災区域と分離することの説明。

【火災区域及び火災区画の選定】
⇒火災防護上重要な機器等に対して火災区域の設定の要否の考
え方、どの設備が火災区域設定を必要とするかを補足説明する。
⇒火災防護上重要な機器等と設定した火災区域の関係を示すこ
とにより抜けなく火災区域が設定されていることを補足説明す
る。
・[補足火1]防護対象となる火災防護上重要な機器等及び重大

事故等対処施設について
・[補足火2]火災区域の配置を示した図面

【耐火壁の耐火性能】
⇒他の火災区域と分離するための耐火壁等が3時間以上の耐火
能力を有することを確認した根拠を試験データ等を用いて補足
する。
・[補足火3]影響軽減対策における火災耐久試験結果の詳細に
ついて（3時間耐火）

8

火災及び爆発の影響軽減対策が必要な火災防護上重要な機器等を設置する火災区域
は，3時間以上の耐火能力を有する耐火壁(耐火隔壁，耐火シール，防火扉，延焼防
止ダンパ等)として，3時間耐火に設計上必要な150mm以上の壁厚を有するコンクリー
ト壁や火災耐久試験により3時間以上の耐火能力を有する耐火壁，天井及び床により
隣接する他の火災区域と分離するとともに，ファンネルには，他の火災区域又は火
災区画からの煙の流入防止を目的として，煙等流入防止装置を設置する設計とする。

9
屋外の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を設置する区域については，
周囲からの延焼防止のために火災区域を設定する。

10

火災区画は，建屋内及び建屋外で設定した火災区域を火災防護上重要な機器等及び
重大事故等対処施設の配置等を考慮して，耐火壁，離隔距離及び系統分離状況に応
じて分割して設定する。

【別紙５ 補足説明すべき項目の抽出】
基本設計方針を起点として、添付書類での記載事項に対して補足が必要な事項を展開する。
①添付書類の項目単位で添付書類記載事項を踏まえて補足すべき事項を抽出する。
②添付書類記載事項から抽出した補足説明すべき事項と発電炉の補足説明項目を比較し、追加
等が必要な項目を洗い出す。
③発電炉の補足説明資料の構成を参考として、補足説明資料の全体構成を整理し、分割申請の
各申請回次で示す補足説明の項目を整理する。

別紙３で示した添付書類の各項
目ごとの記載事項

添付書類記載事項を踏まえ、補足が必要な
観点を明確にしたうえで、補足すべき事項
を抽出する。
補足説明すべき項目ごとに補足説明の識別
番号を記載する。

➀で示した補足説明すべき項目ごとの識別
番号で補足説明項目を紐づけする。

別紙５➀

別紙５②

【別紙5】

18



発電炉の補足説明資料の説明項目 展開可否 理由

補足-300-1 発電用原
子炉施設の火災防護に
関する補足説明資料
火災防護について

1. 基本事項に係るもの
1-1 原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統 〇
1-2 火災区域の配置を明示した図面 〇
1-3 内部火災に関する工事計画変更認可後の変更申請対象項目の
抽出について

〇

2. 火災の発生防止に係るもの
2-1 潤滑油又は燃料油の引火点，室内温度及び機器運転時の温度
について

〇

2-2 保温材の使用状況について 〇
2-3 建屋内装材の不燃性について 〇

2-4 難燃ケーブルの使用について 〇

2-5 屋外の重大事故等対処施設の竜巻による火災の発生防止対策
について

対象となる屋外の重大事
故対処設備がない

2-6 水素の蓄積防止対策について 発電炉特有事項

3. 火災の感知及び消火に係るもの
3-1 ガス消火設備について 〇
3-2 二酸化炭素自動消火設備（全域）について 〇

3-3 消火用の照明器具の配置図 〇

3-4 常設代替高圧電源装置を設置する火災区域の消火設備につい
て
3-5 電動機駆動消火ポンプ，構内消火用ポンプ，ディーゼル駆動
消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消火ポンプの構造図

〇

3-6 電動機駆動消火ポンプ，構内消火用ポンプ，ディーゼル駆動
消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消火ポンプのＱＨカーブ

〇

3-7 ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消火ポン
プの内燃機関の発電用火力設備に関する技術基準を定める省令へ
の適合性について

3-8 消火栓及びガス系消火設備の必要容量について 〇

3-9 可燃物管理により火災荷重を低く管理することで，煙の発生
を抑える火災区域又は火災区画についての管理基準

3-10 新燃料貯蔵庫の未臨界性評価について

3-11 火災感知器の種類及び配置を明示した図面 〇

3-12 重大事故等対処施設及び設計基準事故対処設備の消火設備の
位置的分散に応じた独立性を備えた設計について

〇

3-13 火災感知設備の電源確保について 〇

4. 火災の影響軽減に係るもの 〇
4-1 火災の影響軽減のための系統分離対策について 〇
4-2 ケーブルトレイに適用する1 時間耐火隔壁の火災耐久試験の
条件について

4-3 中央制御室制御盤内の分離について 〇

4-4 中央制御室の火災の影響軽減対策について 〇
4-5 火災区域（区画）特性表について 〇
4-6 火災を起因とした「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基
準事故」発生時の単一故障を考慮した原子炉停止について
4-7 中央制御室制御盤の火災を想定した場合の対応について 〇
4-8 原子炉格納容器内火災時の想定事象と対応について
4-9 影響軽減対策における火災耐久試験結果の詳細について 〇
5. 非難燃ケーブル対応に係るもの
6. 火災防護計画に係るもの
6-1 火災防護に関する説明書に記載する火災防護計画に定め管理
する事項について

－

別紙５②

発電炉での補足説明項目に対して設備の
違い等を考慮して展開が必要な補足説明
項目を洗い出す。
展開が必要ないとした補足説明項目につ
いては必要なしとした理由を明確にする。

発電炉の補足説明項目で展開が
必要とした項目と別紙５➀で抽
出した補足説明項目を比較し、
追加等が必要な項目を洗い出す。

19



発電炉 補足説明資料
MOX燃料加工施設 補足説明資料

（予定）
第1回補足説明資料 記載内容 補足説明すべき事項

申請回次※1

1 2-1 2-2 3-1 3-2 4-1 4-2

【300-1】工事計画に係る補足説明資料（火災
防護）

設工認に係る補足説明資料（火災防護）
設工認に係る補足説明資料（火災
防護）

1．基本事項に係るもの 1．基本事項に係るもの

1-1 原子炉の安全停止に必要な機能を達成す
るための系統

1-1  火災防護上重要な機器等及び重大
事故等対処施設

【火防01】火災防護上重要な機器等及び
重大事故等対処施設について

火災防護対策の前提として火
災区域及び火災区画を設定す
るが、その前提となる火災防
護上重要な機器等及び重大事
故等対処施設を抽出。
その中から、個別の部屋単位
で火災区域の設定の必要性を
整理した結果を示す。
第1回申請：後次回で示す予定
の設備を含め、燃料加工建屋
の火災区域設定に係る全体像
を示す。
第2回以降の申請：申請設備の
情報を確定版として順次示す。

[補足火1] 燃料加工建屋
粉末一時保管装置

GB 等
グローブボックス

排風機 等
予備混合装置GB

等
均一化混合装置GB

等
混合酸化物貯蔵容

器
緊急時対策建屋排

風機 等

1-2 火災区域の配置を明示した図面
1-2  火災区域の配置を明示した図面
（燃料加工建屋）

【火防09】火災区域の配置を明示した図
面(燃料加工建屋)

1-1の補足で示した内容を，火
災区域及び火災区画の設定結
果として図に反映して示す。

[補足火2]
燃料加工建屋

貯蔵容器搬送用洞
道

粉末一時保管装置
GB 等

グローブボックス
排風機 等

予備混合装置GB
等

均一化混合装置GB
等

混合酸化物貯蔵容
器

緊急時対策建屋
緊急時対策建屋排

風機 等

1-3 内部火災に関する工事計画変更認可後の
変更申請対象項目の抽出について

― ― ー ー ー ー ー ー ー

2．火災の発生防止に係るもの 2．火災及び爆発の発生防止に係るもの

2-1 潤滑油又は燃料油の引火点，室内温度及
び機器運転時の温度について

2-1 潤滑油又は燃料油の引火点，室内温
度及び機器運転時の温度について

潤滑油等の油火災の可能性が
ある油内包設備が保有する油
の引火点に対し，室内温度や
機器の運転時の温度が，上回
らないことを示す。

ー ー 燃料棒加工工程搬
送設備 等

予備混合装置 等
均一化混合装置

等
ー

第2運転予備用
ディーゼル発電機

等

― 2-2分析試薬の火災発生対策について
分析設備及び放射線管理設備
で使用する少量の試薬に対す
る防護対策を示す。

ー ー
〇

分析設備 等
ー ー ー ー

2-2 保温材の使用状況について 2-3  保温材の設計方針について
各申請回次で使用する保温材
を示すとともにその妥当性
（不燃材の定義）を示す。

ー ー
〇

給気設備 等
ー

〇
焼結設備 等

ー ー

2-3 建屋内装材の不燃性について 2-4  建屋内装材の不燃性について 【火防06】建屋内装材の不燃性について
建物の申請時において，使用
する内装材を示すとともにそ
の妥当性を示す。

〇
燃料加工建屋

ー ー ー ー ー
〇

緊急時対策建屋

―
2-5  グローブボックスの火災等による
損傷の防止について

グローブボックスの申請時に
おいて，グローブボックスの
特徴及び火災及び爆発の発生
防止対策を示す。

ー
◎

粉末一時保管装置
GB 等

△
スタック供給装置

GB 等

△
予備混合装置GB

等

△
均一化混合装置GB

等
ー ー

―
2-6  フィルタの不燃性材料又は難燃性
材料について

換気設備の申請において，設
備に使用するフィルタの種類
を示すとともに、これらが不
燃性又は難燃性を有している
ことを示す。

ー ー
〇

グローブボックス
排気フィルタ 等

ー ー ー 〇

基本設計方針 添付書類 補足すべき事項

7

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を収納する建屋に，耐火壁によっ
て囲われた火災区域を設定する。建屋の火災区域は，火災防護上重要な機器等にお
いて選定する機器等の配置も考慮して火災区域を設定する。

Ⅴ－１－１－６
火災及び爆発の防
止に関する説明書

【火災区域及び火災区画の選定】
・火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を収納する建屋に，耐火壁(耐
火隔壁，耐火シール，防火扉，防火ダンパ等)，天井及び床(以下「耐火壁」とい
う。)によって囲われた火災区域を設定する。
・火災防護対策を行う機器等の配置も考慮して火災区域を設定する。
・火災防護上重要な機器等，及び重大事故等対処施設が設置する区域に対し火災区
画を設置する。

【耐火壁の耐火性能】
・3時間以上の耐火能力を有する耐火壁(耐火隔壁，耐火シール，防火扉，延焼防止
ダンパ等)として，3時間耐火に設計上必要な150mm以上の壁厚を有するコンクリー
ト壁や火災耐久試験により3時間以上の耐火能力を有する耐火壁，天井及び床によ
り隣接する他の火災区域と分離することの説明。

【火災区域及び火災区画の選定】
⇒火災防護上重要な機器等に対して火災区域の設定の要否
の考え方、どの設備が火災区域設定を必要とするかを補足
説明する。
⇒火災防護上重要な機器等と設定した火災区域の関係を示
すことにより抜けなく火災区域が設定されていることを補
足説明する。
・[補足火1]防護対象となる火災防護上重要な機器等及び

重大事故等対処施設について
・[補足火2]火災区域の配置を示した図面

【耐火壁の耐火性能】
⇒他の火災区域と分離するための耐火壁等が3時間以上の
耐火能力を有することを確認した根拠を試験データ等を用
いて補足する。
・[補足火3]影響軽減対策における火災耐久試験結果の詳
細について（3時間耐火）

8

火災及び爆発の影響軽減対策が必要な火災防護上重要な機器等を設置する火災区域
は，3時間以上の耐火能力を有する耐火壁(耐火隔壁，耐火シール，防火扉，延焼防
止ダンパ等)として，3時間耐火に設計上必要な150mm以上の壁厚を有するコンクリー
ト壁や火災耐久試験により3時間以上の耐火能力を有する耐火壁，天井及び床により
隣接する他の火災区域と分離するとともに，ファンネルには，他の火災区域又は火
災区画からの煙の流入防止を目的として，煙等流入防止装置を設置する設計とする。

9
屋外の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を設置する区域については，
周囲からの延焼防止のために火災区域を設定する。

10

火災区画は，建屋内及び建屋外で設定した火災区域を火災防護上重要な機器等及び
重大事故等対処施設の配置等を考慮して，耐火壁，離隔距離及び系統分離状況に応
じて分割して設定する。

10

別紙５③

別紙５➀で示した紐づけ番号を
記載し補足説明資料全体の構成
との関係を明確にする

補足説明項目ごとに分割申請の各申
請書での展開を示す。
補足説明が必要な項目には対象とな
る設備を示す。

これまでに説明した補足説明資
料との関係を明確にする。

補足説明資料の全体構成を整理し、分割申請の各申請
回次で示す補足説明の項目を整理

別紙５➀
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変更前の記載は、変更後の記
載事項から記載の適正化で対
応可能な部分を抜き出して記
載 1．、1.1、（１）等の項目単位で変更前の記載から変更がない

場合は、変更なしとする。
変更がある項目のみを変更事項を含め変更後に記載する。

【別紙６ 変更前記載事項の既設工認等との紐づけ】
基本設計方針の変更前の記載事項に対し、既認可等との紐づけを示す
※本別紙は、変更後の記載の確認を行った後に示す。具体的には、別紙１による基本設計方針記載事項の確
定後
〇基本設計方針全体に対して変更後の記載をもとに変更前の記載を整理し、既工認との紐づけを行う。
〇第1回申請対象となる基本設計方針に対して変更前後の記載を整理し、既工認との紐づけを行う。

別紙１の発電炉の記載
を踏まえた基本設計方
針の記載

別紙２で示した第1回
申請対象の基本設計方
針の記載範囲

【別紙6】
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別紙２の基本設計方針
（要求種別）評価要求
の対象

別紙３で示した申請回
次ごとの添付書類の展
開

【別紙７ 基本設計方針の要求種別を踏まえた類型化】
〇評価要求となる基本設計方針の項目をもとに、対象設備の分割申請での申請回次、分割申請での添
付書類の展開を整理する。

別紙７ 基本設計方針
の要求種別を踏まえた

類型化

基本設計方針（要求種別）評価要求の項目ごとに以下
に示す事項を整理する。
〇評価が必要な内容と評価結果として示す事項
〇評価対象
〇評価方法、評価条件をもとに類型化の種類数

【別紙7】
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【共通09 別紙】

関連する基本
設計方針（別

紙２）
（〇〇条）
（〇〇条）

色塗り
設計図書

抽出
リスト
（配管）

申請対象設
備リスト

【表紙】

抽出
リスト
（機器）

抽出した設備、機器は個々
に申請対象設備に展開、配
管・ダクトは一式として申
請対象設備に展開

抽出した配管・ダクトは仕
様表記載単位と紐づける

【表紙】
系統、設
備名称

抽出した設備、機器等と関連す
る基本設計方針の項目の紐づけ
を申請対象設備リストに示す

【共通０９ 別紙 申請対象設備の抽出作
業結果】
基本設計方針（要求種別） 機能要求②に
関係する系統、設備に対して、機能達成に
必要な機器の対象や配管・ダクトの範囲を
設計図書の色塗りにより申請対象設備とし
て抽出する。

別紙２で示した基本設計方
針の要求種別 機能要求②
の対象

申請対象設備リストへ反映

仕様表の記載単位に展開
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